
石綿健康被害救済小委員会　二次答申の対応状況　

項目 答申の記載 対応状況

１．健康管理
について

健康管理につ
いて

過去に当該地域（「石綿健康リスク調査事業」の対象地域）に住んでいた者をなる
べく多く含めた形で調査を行い、どのような症状、所見、石綿ばく露のある者が健
康管理の対象となるべきか等、健康管理によるメリットが、放射線被曝によるデメ
リットを上回るような、より効果的・効率的な健康管理の在り方を引き続いて検討・
実施するべき。

「石綿の健康リスク調査」の調査対象地域（７地域）から過去に転居した人が、７地
域まで出向くことなく、最寄りの医療機関（全国25のアスベスト疾患センター設置
病院）で検査を受けられるよう、７地域の自治体及び関係機関と調整中。

既存の結核検診、肺がん検診等にあわせて、例えば、胸膜プラークの所見を発
見した場合には、健康管理に必要な情報提供等を行うよう促すことができないか
どうかを検討するべき。

既存の結核検診、肺がん検診等において、胸膜プラークの所見が発見された場
合、受診者に対して、胸膜プラークを有することの結果を通知し、定期的な健康診
断の受診等の健康管理に関する情報を提供するよう、自治体へ通知を発出済
み。

２．運用の強
化・改善

①労災との連
携強化

作業従事歴のある申請者等については、申請者本人に労災保険制度について説
明し申請を促すのみならず、個人情報の取扱いに留意しつつ、機構から労災保
険窓口へ直接連絡することを検討するべき。

救済制度の申請時に実施しているアンケート調査をもとに、申請者が作業従事歴
を有している可能性がある場合、環境再生保全機構から申請者本人に労災保険
制度について説明し、申請を勧奨している。また、制度の円滑な案内に資するよ
う、環境省、厚労省、環境再生保全機構で合同のリーフレット、ポスターを作成、
配布済み。

労災保険制度との連携強化に関しては、石綿健康被害救済制度、労災保険制度
等における認定者と中皮腫死亡者との関係等の情報についても、認定状況ととも
に、定期的に公表していくことが重要。

環境再生保全機構が毎年度公表している「石綿健康被害救済制度運用に係る統
計資料」の平成24年度版から、労災保険制度等における認定者数の情報も含め
て掲載することを検討中。

②認定に係る
対応の迅速化
等

機構が申請段階から、申請者の同意をとり、医療機関の申請実績を勘案しつつ、
直接、連絡や調整を行う方向で検討を進めるべき。

環境再生保全機構において、認定の申請段階から申請者の同意をとり、審査の
初期から医学的判定に必要な病理標本等の資料を医療機関から提供してもらう
など改善を図っている。

③特別遺族弔
慰金対象者へ
の周知

中皮腫に罹患し死亡された方の遺族に対し、個別に救済制度の周知を行うなど
の掘り起こし策を適切に実施することで、救済給付を受ける権利を有する遺族が
漏れなく救済給付を受けられるよう努めるべき。

平成23年度に厚生労働省と協力して、労災及び救済法のいずれにも認定されて
いない中皮腫の施行前死亡者の遺族（約3,600名）に対して、厚生労働省から認
定の申請を勧奨する通知を発出済み。

④医療機関等
への知識の普
及等

講習事業等に関する情報をホームページに掲載することなどを通じて、医療機関
の診断・治療レベルを一定以上に保つための石綿関連疾患の診断方法、治療方
法に関する情報提供を実施することが重要。

医療従事者を対象に、救済制度、石綿関連疾患の診断ポイント等に関する講習
会を開催し、人材育成を図っている。また、環境再生保全機構において、毎年度、
複数の学会でセミナーを開催し、医学的判定の考え方等について周知している。

３．調査研究
の推進

調査研究の推
進

中皮腫についてもがん登録制度を参考にしつつ、救済制度の中で機構に集まる
治療内容や生存期間の情報を活用しながら調査研究を行い、その結果を広く認
定患者や、医療機関に対し、情報提供することについて検討すべき。

平成24年度内を目途に検討会において、登録項目、登録体制について検討を行
い、平成25年度から登録を開始する予定。

肺がんに比べて著しく予後が悪く新たな治療方法がない中皮腫に対する日本発
の新たな治療法の開発や早期発見、早期診断のための研究について、関係府省
等とも連携しながらその推進に向けて努力すべき。

中皮腫の効率的かつ適切な診断等に資するため、平成２３年度に胸水ヒアルロン
酸による中皮腫診断補助検査に関する調査研究を行った。平成２４年度は、細胞
診による中皮腫診断に関する調査研究を行う予定。

参考資料６


